
 

第７回水先人の人材確保・育成等に関する検討会 

 

議事次第 

 

 

１．日時  平成２８年９月２９日（木）１６：３０～ 

 

２．場所  海事センタービル８階 ８０１・８０２会議室 

 

３．次第  （１）開会挨拶 

 

（２）議事 

 

① 内海水先区対策の検討に係るシミュレーション

調査の実施方案（審議） 
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資料１  
水先人の人材確保・育成等に関する検討会 委員名簿 

（五十音順、敬称略） 
 
赤峯 浩一 （一社）日本船主協会港湾委員会委員 

池谷 義之 全日本海員組合国際局長 

今津 隼馬 東京海洋大学名誉教授 

大泉  勝 日本水先人会連合会副会長（内海水先区水先人会会長） 

大久保安広 （公社）日本海難防止協会専務理事 

太田 秀男 日本内航海運組合総連合会船員対策委員会委員 

◎ 落合 誠一 東京大学名誉教授 

小野 芳清 （一社）日本船主協会理事長 

門野 英二 （一社）日本船主協会港湾委員会委員 

小島  茂 （一社）日本船長協会会長 

竹口 信和 海技大学校水先教育センター長 

西本 哲明 日本水先人会連合会水先業務研究委員会委員長 

根本 正昭 （一社）日本船主協会港湾委員会委員 

○ 羽原 敬二 関西大学政策創造学部教授 

福永 昭一 日本水先人会連合会会長 

前田 耕一 外国船舶協会専務理事 

松浦 安洋 日本水先人会連合会理事（酒田水先区水先人会会長） 

山崎 正敏 日本水先人会連合会副会長（東京湾水先区水先人会会長） 
 

【国土交通省】 

羽尾 一郎 海事局長 

七尾 英弘 大臣官房審議官（海事） 

橋本 亮二 海事局海技・振興課長 

大橋 伴行 海事局総務課次席海技試験官 

長瀬 洋裕 海事局海技・振興課企画調整官 

前田 良平 海事局海技・振興課水先業務調整官 

小池慎一郎 港湾局計画課港湾計画審査官 （オブザーバー） 

笠尾 卓朗 海上保安庁交通部航行安全課長（オブザーバー） 
 

【（一財）海技振興センター】 

伊藤 鎭樹 理事長 

野中 治彦 常務理事 

古田 幸信 常務理事 

庄司新太郎 技術・研究部長 
 

（注）「◎」は座長、「○」は座長代理 
1



 

 

資料２ 

 

内海水先区対策の検討に係るシミュレーション調査の実施方案 

 

１．検証すべき事項 
 

適正な規模の水先人の確保、熟練度向上を通じた船舶航行の安全等を図るために、検討

課題とされている内海水先区における業務改善、分割等に関連して次の事項を検証する。 
 

(1) 船舶航行（離着岸（桟）を含む）の安全性 

（特定水域における熟練度向上、大型船（とりわけＬＮＧ船）の離着岸（桟）の熟練、

沖での安全な交替乗下船、共通水域における安全性） 
  

(2) 船舶運航の効率性 

（交替乗下船増に伴う航行時間、最低限必要な水先人数）  
 

(3) 水先業務運営の健全性 

（収支予測、水先人の収入格差） 

 

２．条件設定 
 

内海水先区水先人会からのデータ提供及びヒアリングを基に、条件設定を行う。 
 

(1) 内海水先区水先人会が保有する１年間（例：直近の平成 27 年１月１日～12 月 31 日）

の実績値を用いる。実績値の抽出項目例は、次のとおり。 

➀ 水先実施年月日 

② 水先をした船舶の総トン数 

③ 水先をした区間（発地／着地） 

④ 水先をした時間（開始時間／終了時間） 

⑤ 拠点・発地間及び着地・拠点間の移動時間 

⑥ 待機時間 

⑦ 水先をした船舶毎の２人乗り（長時間又は大型船の別）の区別 

⑧ 水先をした船舶毎の水先料 
 

(2) 休養時間、年間及び月間の休日数については、内海水先区水先人会からヒアリングし

たものを用いる。 
   

(3) 長時間及び大型船の２人乗り基準は、内海水先区水先人会が定める現行の引受基準を

用いる。  
 

(4) 大型ＬＮＧ船の２人乗りへの配乗について、水先人の経験年数を考慮してシミュレー

ションを行う。 
 

(5) 嚮導時間を検証するに当たり、明石海峡航路におけるいかなご漁及び備讃瀬戸航路に

おけるこませ網漁等の漁船操業による航路入航制限の現状を考慮する。 
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(6) 沖での安全な交替乗下船場所を検証するに当たり、漁場及び航路筋を考慮する。 

 

３．具体的なケース設定及び検証内容 
 

(1) ケース１：水先区は現行どおりとするが一定の改善策を講じる場合を想定 
 

➀ 予定乗船時間の調整を発生させることのなく、かつ、大型船（とりわけ、ＬＮＧ船）

の離着岸（桟）の熟練度を高める応召体制（輪番、ハーバー当直、最低限必要な水先

人数）を検証。 

② 水先人の収入格差を検証。 
  

(2) ケース２：水先区を２つに分ける場合を想定（別添１参照） 
 

➀ 沖での安全な交替乗下船の場所及び共通水域の範囲を検証。 

② 沖での安全な交替乗下船による船舶の運航効率への影響度（航行時間について、現

行との比較）を検証。 

③ 区分け後の水先区毎に係る次の内容を検証。 

ｱ) 上記(1)➀と同内容。 

ｲ) 水先料収入。 

ｳ) 必要となる事務所、事務職員、水先艇及び仮泊施設等の経費。 

ｴ) 水先人の収入格差。 
 

(3) ケース３：ケース２で区分けした水先区から、東播磨・姫路と大分の水域について、

これら双方又はいずれか一方を切り離す場合を想定（別添２参照） 
 

➀ 上記(2)➀及び②と同内容を検証。 

② 区分け後の水先区毎に係る上記(2)③と同内容を検証。 

 

４．関係者の協力 
 

必要に応じて、条件設定に関わるデータの提供等について、日本水先人会連合会、（一

社）日本船主協会及び（一財）海技振興センターは、積極的に協力するものとする。 

 

５．スケジュール 
 

検討会全体のスケジュールを勘案して、今年度内を目途に調査結果をとりまとめるもの

とする。 

 

以上 
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水先人の派遣支援

派遣先水先人会 日本水先人会連合会

派遣元水先人会

①支援要請

⑤派遣支援費用の支給

②派遣水先人の公募

④選任水先人を派遣

会員：水先人会
事務：水先人の確保

水先人不足

派遣期間：原則１年間

● 釧路(2)
●

室蘭(3)

函館(2)

小樽(2)

留萌(1)

八戸(3)

釜石(2)

仙台湾(5)

秋田船川(1)

酒田(1)

新潟(5) 

田子の浦(2)

伊勢三河湾(113)

伏木(2)

七尾(2)

舞鶴(2)

尾鷲(1)

和歌山下津(5)

大阪湾(108)

境(2)

小松島(2)

関門(39)

佐世保(3)

長崎(2)

島原海湾(4)

鹿児島(3)

細島(1)

小名浜(4)

鹿島(7)

苫小牧(5)
●

●

東京湾（180）

内海(150)

博多(6)

●

那覇(4)

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

●

●

●

( )：水先員数
全水先区 ：35区
うち1人水先区： 5区

2人水先区：11区
3人水先区： 3区

支援(1)

支援(1)

支援(2)

支援(1)

支援(2)

支援(1)

支援(1)

支援(1)

支援(1)

支援(2)

支援(1)

支援(1)

１．支援の仕組み

２．派遣水先人の選任状況

水先人派遣支援

派遣元 派遣先

室蘭
函館、小樽、
秋田船川

小樽
釧路、室蘭、
留萌

東京湾 釜石

伊勢三河湾
酒田（滞在型）
尾鷲

大阪湾 七尾

内海
細島（滞在型）
那覇（滞在型）

関門

：支援グループの区分

：支援グループの中核水先人会

連合会は、次の順番により、派遣水先人を確保
① 派遣支援の経験を有する水先人への協力要請
② 派遣水先人の公募
③ 近隣水先人会の水先人の公募（相互支援）

④ 中規模水先人会（3人以上）の水先人の公募
⑤ 中核水先人会（20人以上）の水先人の選任要請

派遣先水先区の免許取得費
派遣先水先区における業務費
傷害保険料
業務補償費

③派遣水先人の選任要請

清水(4)

資料３
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水先料に反映済

派遣支援費用の負担のあり方

１．派遣支援費用

２．課 題
派遣支援の本格実施に伴い派遣支援費用が急増（２７年度決算：約１億円）
今後、費用の増加が見込まれ、２９年度へ繰越せる原資も、約１億円まで減少
２９年度以降、連合会会費を増額しなければ事業継続が困難

水先業務経費

水先区専属水先人

派遣支援水先人

水先業務経費＋派遣支援費用

過去に全水先人会から徴収した会費
を原資として、連合会が負担

３．負担のあり方

派遣支援水先人が自身の派遣支援費用を水先料に反映した場合、専属水先人と比べて、
著しく高額な水先料になると考えられるため、連合会が当該費用を負担する現行の仕
組みの継続が現実的

連合会が２９年度以降も派遣支援費用を負担するため、会費を増額
（全水先人会から徴収）

水先人会が会費を増額した場合、当該増額分を経費として水先料へ反映するかどうか
は、水先人個々の判断による

当該水先人の原価計算事務の負担を軽減するため、変更しようとする水先料上限の自
動認可に係る大臣公示額について、派遣支援費用のための適正原価を加えて改定

（連合会が負担している派遣支援費用）
派遣水先区の免許取得

• 登録水先人養成施設の授業料、養成施設・修業水先区への旅費
• 水先人試験受験手数料、水先人免許の登録免許税
• 登録水先免許更新講習の受講料、水先人免許更新手数料

派遣先水先区における業務費
【スポット派遣】

• 水先区間の旅費
【滞在型派遣】

• 赴任旅費・帰省旅費、
• 事務所開設費（引越費、賃借料、備品費）

傷害保険料
業務補償費
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資料４ 
 

今後の検討会スケジュール（修正案） 
 
 
今回：第７回（９月 29日）  

1. 内海水先区対策の検討に係るシミュレーション調査の実施方案（審議）  
2. 派遣支援の水先人に対する支援費用に見合う水先料金の反映（審議） 

 
 
次回：第８回（11月～12月）  

水先人の責任の制限（審議） 
 
 
その後、平成 29年３月までの間に、  
1. 内海水先区対策の検討に係るシミュレーション調査結果（報告）  
2. 内海水先区対策案の提示（審議）  
3. 長期的課題の取り扱いについて（審議）  
※ 長期的課題 
（１）水先引受主体の法人化 
（２）水先区の見直し 
（３）二級及び三級水先人の業務範囲の見直し 
（４）水先人による水先類似行為のあり方  

について審議を行う。 
 
 
来年度、とりまとめを目指し更に審議を進めるが、少なくとも内海水先区対策に

ついては、６月までにとりまとめを行う。 
 
 
長期的課題については、審議の進捗を踏まえ、今後、スケジュールを定めていく

ものとする。 
 

以上 
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資料５

「とりまとめ事項」等の推進状況

－ 水先側の取組み －

平成２８年９月２９日

日本水先人会連合会

当連合会は、人材確保・育成等に関する検討会で取りまとめられた事項

等について、部内で具体化の検討を行い、実施に向け推進を図っている。

１．安全確保に係る対応

（１）水先人会会則実効性の強化

・人材確保等検討会における審議の結果、水先人会が業務制限を行うこ

とができる対象を拡大し、海難事故を起こした場合に加えて危険性を

防止するために必要な場合も対象にできるとの結論を得た。

・これを受けて、連合会は上記主旨を踏まえた標準水先人会会則等の一

部変更を理事会にて決議した。また、全水先人会が会則等を同内容に

変更して、来年度初頭から実施体制を整えることを決議した。

（第３回理事会：H28.9.9)

（２）水先業務の検証制度導入

・安全運航確保のためには、個々の水先人の業務状況を客観的に検証す

る制度が必要という観点から、定期的に「水先業務の実施状況を他の

水先人が同乗してモニターする仕組み」の制度化を理事会において決

定した。

・本制度は、今年度内に全水先区において導入することを目標に、各水

先人会において各水先区の事情に則した検証の仕組みの検討を進めて

いる。（平成２８年９月中旬現在、１２水先区で導入済み。）
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（３）海難防止対策

・平成１５年に策定された「大型危険物積載船等の海難防止対策」（当該

業務に従事する水先人の基準及び事故が発生した場合の再発防止策・

水先人への措置・再教育訓練などを規定）は、その後数次の見直しを

行っているが、今年度も現状に則した規定への見直しを進めている。

・操船環境が水先区や水域ごとに異なるため、水先人の業務マニュアル、

操船マニュアル、研修プログラム等を標準化することは難しい事情は

あるが、水先人の養成（特に水先区個別の教育）を効果的に実施する

ため、各水先区に共通の部分をできるだけ標準化する努力を継続して

いる。

２．後継者確保策

・派遣支援について、現状に加えて、次の水先人会と具体的な対応策を

協議している。

－北海道内の相互支援の拡大

－清水 → 田子の浦

－新潟 → 伏木／酒田

－関門、博多 → 島原海湾

・派遣支援に対する水先人の協力を得るため、各水先人会の会則に当該

事業への協力規定を明確に定めることを理事会で決議した。
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